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経済成長戦略大綱

三種表



項 目 長由短期 中期

（200 6年 度 内） （～200 8年 度） （～20 15年 度）

第

1

（1）科学技術によるO r第3期科学技術基本 ○継続して各施策の進捗 ○継続して各施策の進捗
イノベーションを生み計画」（平成18年3月28 状況の把握・評価を行 状況の把握・評価を行
出す仕組みの強化 日間議決定）や「イノ い、必要に応じて関係府 い、必要に応じて関係府

ベーション創出総合戦 省に対し改善措置を求 省に対し改善措置を求
略」 （平成18年6月14 め、各施策の実現に向け め、各施策の実現を図
日）の各施策の具体化に
向け、関係府省における
施策の進捗状況を取りま

て取組の強化を図る。

○世界トップレベルの研

る。

0 2010年までに世界トッ
とめ公表し、「資源配分 究拠点を形成するための プレベルの研究拠点を30
方針」等を通じて関係府
省に対して取組強化を図
る。

○大学におけるシステム
改革を進め、分野の特性
を配慮し大学の自主的な
取組を促しつつ、能力主
義の徹底、英語での研究
環境、研究科・専攻等従
来の枠組みにとらわれな
い組織などのイメージの
下で世界トップレベルの
研究拠点形成を進める。

○公的機関における調達

制度の見直しや推進施策
の重点的実施を図る。

○公的機関における調達
について、新技術を採用
したものが拡大するよう
改善策を策定する。

○公的機関による新技術
の率先導入を行う。

○韓国等に特許審査ハイ
ウェイの対象国を拡大す
る。

○我が国の技術に基づく

か所程度整備する。

我

が

国

の
国

壁

紙
争

力

の
強
化

について、新技術を採用
したものが拡大するよう

国際標準提案数を増大さ
せる。また、その国際標

1

国

改善策を検討する。

○公的機関による新技術
の率先導入に係る実証試

準化を実現する。

○新たな技術の市場化を
妨げている規制・制度等

堅

兄兄
争

力

の
強

化

験を実施する。

○大学等からの特許出願
を早期に審査する制度の
活用を促進する。

○早期審査制度の活用や
特許審査ハイウェイの日
米間での試行開始などを
通じた特許の迅速な権利
化を行う。

○国際標準の獲得を狙っ
た研究開発の推進及び研
究成果の積極的国際標準
提案を行う。

○官民対話の場を設置す
る。

○新たな技術の市場化を
妨げている規制・制度等
の点検を規制改革や科学
技術政策等のプロセスを
通じて実施する。

の見直し・緩和を行う。



項 目 長 期短 期 中期

（2 0 0 6年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 2 0 15 年 度 ）

第

1

我

が

国

の
産

業

立立見兄
争

力

の
強

化

（1）科学技術による ○初期需要創出につなげ ○左記を踏まえ、政策資 ○イノベーション創出の
イノベーションを生み るための環境整備及び関 源の投入見直し、主要な ため、科学技術連携施策
出す仕組みの強化 係府省、関係機関、産業 資金配分権開聞の連携の 群については下記のとお

界等の双方向に連携を強
化する必要のある領域を
対象とした、（勘政策資源

恒常化を行う。

○イノベーション創出の

リ進める。

・イノベーション創出に向けた （新）科学技術連
の集中的な投入のための ため、科学技術連携施策 携施策群による関係者間
優先順位付け基準の見直 群については下記のとお 縦横連携の枠組みを恒常
し、②政策資源の集中的
な投入を通じた双方向が
連携したイノベーション
の早期実現、⑨各省連携
フレームの抜本強化など
総合科学技術会議の調整
機能の強化、を行う。

○科学技術連携施策群に
ついては、下記のとお
り、取り組むこととし、
2007年度予算要求から反
映させる。

・初期需要を創出する
等、イノベーション創出
を加速化するための環境
整備 （制度的な問題点の
抽出等）を行う。
・府省間の連携の取れた

リ進める。

・科学技術連携施策群枠
組みを拡大し、あらゆる
科学技術分野で連携活動
を展開する。

・府省連携プロジェクト
の定着化、府省間の縦横
連携の取れた予算要求の
恒常化を図る。

・イノベーション創出に
向けた民間との交流活動
の定着を図る。
・イノベーション創出の
指標による連携活動を評
価し、資金配分に反映す
る。
・必要に応じ、重要な研
究開発課題、戦略重点科
学技術の変更・改訂を行

化する。

l

1

国

璽

兄兄
争

力

の
強

予算要求、府省、資金配
分機関、民間など関係者
間の連携・情報交換活動
の促進、主要な資金配分
機関間の連携の具体化を
行う。

う。

（2 ）産学官連携によ○重点分野のロードマッ ○アクションプログラム

（新世代自動車向け電
池）
0 2015年までに8．2兆円程

る世界をリードする新 プ策定・改定を行う。ま の見直し、プロジェクト
化 産業群の創出 た、プロジェクトを実施

する。

（新世代自動車向け電
池）
○燃料電池自動車、電気

の継続を行う。

（新世代自動車向け電
池）
○新世代自動車向け次世

自動車、ハイブリッド自 代電池の技術開発プロ 度の市場規模になるとの
動車などの新世代自動車
の実現に向け、次世代電
池の技術開発を検討す
る。

ジ工クト等を実施する。 試算もあるが、こうした
試算も参考にしつつ、新
世代自動車市場の拡大に
向けて、開発プロジェク
トの推進等必要な取組を
継続する。



項 目 長 期短 期 中期

（2 0 0 6 年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

1

我

が

（2 ）産学官連携によ （次世代ロボット） （次世代ロボット） （次世代ロボット）
る世界をリードする新○具体的な仕事をする ○サービスロボットの市 0 2015年までに3．1兆円
産業群の創出 「本格実用ロボット」実 場立ち上げ、市場の拡大 （産業用分野1兆円、生活

現に向けた共通基盤の技 に向けた市場整備 （制度 関連分野1．6兆円、医療福
術開発を行う。

○実際の生活空間でロ
ボットを使うサービス事
業における誤作動防止技

改正を含む）及び安全性
確保についての取組を継
続する。

○次世代知能ロボット等

祉分野0．4兆円、公共分野
0．1兆円）程度の市場規模
になるとの試算もある
が、こう－した試算も参考
にしつつ、次世代ロボッ

術等の安全性確保に向け の核となる認識技術等の ト市場の拡大に向けて、
た実証的取組を支援す 開発により性能の飛躍的 サービスロボット市場の
る。

○サービスロボットの安
全性確保に関するガイド
ラインを策定する。

○サービスロボット導入
に関連する法令上の規制
等の課題を整理する。

○民間企業の開発競争と
ロボットの活用を促すた
めの表彰制度の創設等を
行う。

（次世代環境航空機）

向上を図るとともに、他
分野への技術の波及を目
指す。

（次世代環境航空機）

整備、ロボットの認識技
術の開発等必要な取組を
継続する。

（次世代環境航空機）
○審議会、関係省庁によ ○技術開発を継続的に実 0 2015年までに、総額2．8

国
1国

の

る協議会等を通じて、事 絶するとともに、事業化 兆円程度の市場規模 （航
業者、関係省庁、1関係諸 に向けた諸課題への対応 空機・エンジンの生産額

堅

兄兄

の　　 を更に について、　 、の　 且 2015　　 でに1．6才円
国

際

る。今後の事業化判断に
向けて検討が必要な課題

強化を促進する。

（地理空間情報の活用推

度］の他、他産業への経
済波及効果も含む）にな

争

力

（需要見込み、事業性、 るとの民間試算もある。1
虚血兄兄
争

力

の
強

化

資金リスク、技術課題な ．
どの明確化等）及び対応

こうした市場規模予測を
精査しつつ、次世代環境

の

強

化

策を整理する。

l

（地理空間情報の活用推

航空機市場の拡大に向け
て、技術開発、事業家に
向けた諸課題への対応等
必要な取組を継続する。

（地理空間情報の活用推
進、宇宙の利用・産業化 進、宇宙の利用・産業化 進、宇宙の利用・産業化
の推進） の推進） の推進）
O 「地理空間情報活用推 ○地図のデジタル化に対 ○基盤地図情報の相互活
進基本法J が成立した場 応するための法制度の整 用、地理情報システム
合、地理空間情報活用推，億も含めた検討、基盤地 （G I S ）の利用の拡大
進基本計画、基盤地図情 国情報の提供に係るワン 等により国土空間データ
報の整備に関する基準の ストップサービスの運用 基盤 く－N S D l）が構築
作成等を行う。

○宇宙輸送システムの信
頼性向上、衛星の高信頼
性・高機能化等を進め、
宇宙の利用・産業化を推
進する。

開始、個人情報保護等の
ためのガイドライン作成
等を行う。

○宇宙輸送システムの信
頼性向上、衛星の高信頼
性・高機能化等を進め、
宇宙の利用・産業化を継
続する。

され、新産業・新サービ
スの創出、安全・安心の
確保等地理空間情報を高
度に活用できる社会を実
現することを目指す。

○衛星測位に係る技術を
実証するとともに、宇宙
の利用・産業化を進める
ことにより、我が国宇宙
産業の国際競争力を向上
させる。



●

●

項 目 長 期短 期 中期

（20 0 6年 度 内） （～ 20 0 8年 度 ） （～ 20 1 5年 度 ）

第

1

我

が

（3）高度な部品・材 O r中小企業のものづく O 「中小ものづくり高度 O 「中小ものづくり高度
料産業やモノ作り中小 り基盤技術の高度化に開 化法」に基づく総合対策 化法」に基づく総合対策
企業の強化 する法律」 （「中小もの

づくり高度化法」）を実
施し、技術分野の拡大、
人材育成、技術承継、知
的財産等に関する取組を
強化する。

○資金面での支援や情報
提供等により、汎用品分
野を始めとする中小企業
の国際展開の環境整備を
図る。

○中小企業における若年
者の確保、人材育鱈に係
る支援を推進する。

を着実に実施する。 を着実に実施し、2011年
度には、当該施策の効果
などを検証し、必要な見
直しを行う。

（》高度な部品・材料産 O 「中小ものづくり高度 O 「中小ものづぐす高麗 O r中小ものづくり高度
業やモノ作り中小企業 化法」を中核に、イ特定 化法」に基づく支援策に 化法」の施行状況につい
の強化 もの　 くり基　　 術高 ついて、1　究　　　 □ て　 呂・を 1え、モノ　リ

化指針」の策定、研究開 ジ工クトの成果について 中小企業のニーズに沿っ
1 発プロジェクトに対する はこ　その早期の事業化、 た制度とするべく、施策

支援、技術継承に対する ②中小企業の製造、加工 全般について必要に応じ

国

璧

兄兄
争

力

の

強

国 支援等を実施する。 品質の向上に資する校正
事業の利用の拡大、③技
能継承の取組の本格化

て見直しを行う。

の ○支援対象となる特定も ○高度な部品・材料産業
国

際

のづくり基盤技術の追加 等、モノ作り中小企業の の国際競争力の維持・強
指定や、川下産業の拡大 支援による製造業の国際 化を図るとともに、新産
を行うとともに、中小企 競争力の強化に向けた取 業群を支える基盤産業と

虚血兄兄
争

業による公設試、国立研
究所、大学等研究機関の
活用を促進し、地域の

組を更に推進する。

O rものづくり基盤技術

して、関連産業の市場規
模の実現等に寄与する。

力

の

強

化

ニーズに合った技術開発
支援を行う。

高度化指針」について、
川下大企業のニーズの変

′化
○モノ作り中小企業の底
上げ策を構築する。

○高度な部品・材料分野
の技術戦略マップに従っ
て研究開発プログラムを
実施する。

化や川上中小企業の技術
力の高度化の状況を踏ま
え、必要に応じて見直し
を行う。

○引き続き技術戦略マッ
プに基づく研究開発プロ
グラムを実施するととも
に、必要に応じて技術戦
略マップの追加、見直し
を行う。

㊦宿覇、資金等の環境○汎用品分野を始めとす ○短期で実施する施策を ○事業環境を改善してい
整備を通じた中小企業 る中小企業の国際展開が 活用し、我が国中小企業 く中で、短期・中期の施
の国際展開 円滑に行われるよう、情 の国際展開が円滑に行わ 策の効果等を検証し、中

報提供のためのアドバイ れるように事業環境を改．小企業の国際展開に伴う
ザーの常駐体制の整備、
研修生受入体制の整備等
の人材確保・育成、進出
先における不公正取引等
の実態調査及び改善のた
めの政策対話、資金面で
の支援を行い、環境を整
備する。

善していく。 リスクを低減する。



項 目 ．長 期短 期 中期

（2 0 0 6 年 度 内 ） （～ 2 0 0 8年 度 ） （～ 2 0 15 年 度 ）

第

1

我

が

国

の

（4）産業競争力を支 ○官民挙げての 「国際物 ○アジアワイドの官民連 ○アジアワイドで構築さ
える国際物流競争力の 流競争力パートナーシッ 携体制構築に向けた働き れた官民連携体制をベー
強化

（国内物流インフラ整
備については、第5 ．

プ」体制を構築し、2006
年中にロードマップを策
定する。

○アジア域内の物流にお
ける電子タグを実導入・
普及させる。

○我が国主導の下、輸
送・輸出入手続での電子

かけ等を行う。

0 2008年度までにアジア
域内の国際物流において

スに国際物流に関する政
策協調を実現する。

○後発国を含めた普及を
2． （2 ）にて後掲） 実導入する。各国輸出入

手続への電子タグ導入を
推進する。

O E P A 交渉等を通じ、
アジア域内の輸出入手続

継続して推進する。

0 アジア域内の輸出入手
続を標準化する。

○原油価格高騰の影響を
タグ利用に係る国際規格 の標準化・電子化、外資 受けにくい効率的な物流
を2006年内に策定する。

0 2005年度以降、当該規
格に基づきアジア域内で

規制の撤廃等を引き続き
働きかける。

○国の枠を超えた広域物

の実現に取り組む。

O C N G 自動車等低公害
車の一層の普及等に取り

の実証モデル事業を実施 流ルートを引き続き整備 組むことにより、トラッ
する （3 年計画）。

O E P A 交渉等を通じ、
アジア域内の輸出入手続
きの標準化・電子化、外
資規制の撤廃等を働きか
ける。

する。

○原油価格高騰の影響を
受けにくい効率的な物流
の実現に取り組む。

O C N G トラック等及び
E M S 等のエコドライブ

ク業界の原油価格高騰の
影響を受けにくい省エネ
体質を強化する。

1

国

璧

兄兄
争

力

の
強

化

○国の枠を超えた広域物
流ルートを整備する。

○原油価格高騰の影響を
受けにくい効率的な物流

関連機器の普及等による
トラック業界の省エネ体
質を推進する。

○大型C N G トラック等
国

璽

兄兄
争

力

の
強

化

の実現に取り組む。

O c N G トラック、新長
期規制適合トラック等の
導入に対する補助を行う
ことにより、低公害車の
普及を促進する。

O E M S （エコドライブ
管理システム）等のエコ
ドライブ関連機器の導入
に係る補助を実施する。

○大型C N G トラック等
次世代低公害車の技術開
発を推進する。

次世代低公害車の技術開
発を推進する。

（5 ）農林水産業の国
際競争力強化

㊦‾．巧確雇新農政 O r21世紀新農政2006J O r21世紀新農政2006」 O r21世紀新農政2006」
2006」 （平成18年4月4 に掲げられた目標実現に に掲げられた目標実現に に掲げられた目標実現に
日）の推進 向けて、各般の施策を推 向けて、各般の施策を推 向けて、各般の施策を推

進する。 進する。 達する。

5



●

項 目 長 期短 期 中 期

（2 0 0 6年 度 内 ） （～ 2 9 0 8 年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

国

璧

兄兄
争

力

の
強

化

1

我

が

国

の

国

璽

兄兄
争

力

の

○国内農業の体質強化

O r攻めの農政」の視

○意欲と能力のある担い
手に限定した品目横断的
な経営安定対策を2007年
産から導入する。

○農地 ・農業用水等の資
源や環境の保全・向上を
図る対策を導入する。

0 2010年度までの5年間で

一般企業等の農業参入法
人数を3倍増加させる。

○農協の経済事業の改革
とともに、物流コストの
削減などにより食料供給
コストを5年で2割縮滅す
る。

0 2015年までに、効率的
かつ安定的な農業経営が
農地の7～8割を経営する
ようにする。

0 2010年度には、農政改
革の包括的点検を実施す
る。

○重点的に市場開拓を行 ○日本食文化の海外普 ○農林水産薗 ・食品の輸
点に立った国際戦略 うべき国や地域ごとの輸 及、販売促進活動への支 出額を5年で2倍の6千億円

出戦略を拳定する。

○食の安全と消費者の宿‾

接、輸出阻害要因の是正
等を総合的に推進する。

（2009年）とする。

○東アジアにおける我が
国食品産業の活動規模を
5年で3 ～5割増 （2010
年度）とする。

○植物新品種の登録出願
件数を5年で5 割増にす
る。

O r国内農業の体質強 ○食の安全と消費者の信 百套面安全と消費者の信
化J と　r国際戦略」を
支える重点分野

類を確保する。 類を確保する。 頼を確保する。

強

化

○食育基本法及び食育推 ○食育基本法及び食育推 ○食育基本法及び食育推
進基本計画に基づいて食 進基本計画に基づいて食 進基本計画に基づいて食
青を推進する。 青を推進する。 青を推進する。

○技術と知財の力で新産 ○技術と知財の力で新産 ○技術と知財の力で新産
業分野の開拓を図る。 業分野の開拓を図る。 業分野の開拓を図る。

◎林業 ・水産業の競争 0 2006年度中に、林業及 ○国際競争力万両壬等に ○国際競争力の向上等に
力強化 び水産業の国際競争力の 向けて、新たな森林 ・林 向けて、新たな森林 ・林

向上等に向けて、新たな 業基本計画及び水産基本 業基本計画及び水産基本
森林 ・商業基本計画及び 計画に基づく施策を推進 計画に基づく施策を推進
水産基本計画を策定す
る。

ヽ

する。 する。



項 目 長 期短 期 中期

（2 0 0 6年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 2 0 1 5年 度 ）

第

1

我

が

（6）観光立国の実現 0 2010年までに、年間 0 2010年までに、年間 0 2010年までに、年間
と交流人口の拡大 1，000万人の訪日外国人誘 1，000万人の訪日外国人誘 1，000万人の訪日外国人誘

致を実現する。 致を実現する。 致を実現する。

○ビジット・ジャパン・○ビジット・ジャパン・－○ビジット・ジャパン・
キャンペーンの高度化、 キャンペーンの高度化、 キャンペーンの高度化、
日中韓の観光協力の推 日中韓の観光協力の推 日中韓の観光協力の推
進、青少年交流・姉妹都＿進、青少年交流・姉妹都 進、青少年交流・姉妹都
市交流の拡大等を推進す 市交流の拡大等を推進す 市交流の拡大等を推進す
る。

．○国際競争力のある観光

る。

○国際競争力のある観光

る。

○国際競争力のある観光
地づくりの取組、外国人 地づくりの取組み、外国 地づくりの取組み、外国
旅行者等に優しい旅行環‾人旅行者等に優しい旅行 1人旅行者等に優しい旅行
境の整備、景観法の活用 環境の整備、景観法の活 環境の整備、景観法の活
等による良好な景観の形 用等による良好な景観の 用等による良好な景観の
成を推進する。 形成を推進する。 形成を推進する。

○顧客ニーズや地域の観 ○ 顧客ニーズや地域の観○顧客ニーズや地域の観
光資源の特性を踏まえた 光資源の特性を踏まえた 光資源の特性を踏まえた
新たな観光・集客ビジネ 新たな観光・集客ビジネ 新たな観光・集客ビジネ
スモデルの確立を支援す スモデルの確立を支援す スモデルの確立を支援す
る。

○観光・集客サービス産

る。

○観光・集客サービス産

る。

○観光・集客サービス産
業の競争力向上と観光地 業の競争力向上と観光地 業の競争力向上と観光地
・プくりを担う人材の育 づくりを担う人材の育 づくりを担う人材の育

11 成、観光統計の整備を推 成、観光統計の整備を推 成、観光統計の整備を推
進する。 進する。 進する。

国

際

国
0 2009年度までに成田空 0 2009年度までに成田空 0 2009年度までに成田空

の 港の能力を約1割増強す 港の能力を約1割増強す 港の能力を約1割増強す
国

璧

るための施設整備を推、 るための施設整　 を推進 るための施設整　 を　－
虚血兄兄 する。 する。 する。

争
0 2009年までに羽田空港 0 2009年までに羽田空港 0 2009年までに羽田空港

力

の

強

化

兄兄
争

の能力を約4割増強する の能力を約4‾割増強する の能力を約4 釦増強する
ための施設整備を推進す ための施設整備を推進す ための施設整備を推進す

力 る。 る。 る。

の ○空港へのアクセス改善 ○空港へのアクセス改善 ○空港へのアクセス改善
強

化

（2010年度に都心～成田 （2010年度に都心～成田 （2010年度に都心～成田
空港間を30分台にする 空港間を30分台にする 空港間を30分台にする
等）、利便性向上を推進 等）、利便性向上を推進 等）、利便性向上を推進
する。 する。 する。

○国際線・国内線の接続 ○国際線・国内線の接続 ○国際線・国内線の接続
を改善し、海外と地方の を改善し、海外と地方の を改善し、海外と地方の
間のアクセスを向上す 間のアクセスを向上す 間のアクセスを向上す
る。 る。 る。



●

●

項 目 長 期短 期 中 期

（2 0 0 6 年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

我

が

（7 ）医薬品・医療権 0 10年後の医薬品・医療 O 「新医薬品産業ビジョ ○世界での使用量上位の
器産業の国際競争力の 機器産業の将来像と国の ン （仮称）」 ・「新医療 医薬品に占める日本オリ
強化 行うべき支援策を提示す 機器産業ビジョン （仮 ジンの医薬品の割合を高

る 「新医薬品産業ビジョ
ン （仮称）」・「新医療
機器産業ビジョン （仮

称）」を策定する。

○医療機器について関係

める。

○製薬企業の経営の効率
称）」の策定に向けた検 各省との連携による官民 化、安定化の促進等によ
討を行う。

○医療機器について関係

共同の研究を推進すると
ともに、効果的・効率的
な研究開発体制を構築す

リ、世界レベルで10位以
内の規模の内資翠製薬企
業が出現することを目標

各省との連携による官民
共同の研究の推進に向け
た検討を行う。

○関係各省の連携による

る。

○分野別推進戦略に基づ
く、基礎研究から臨床研
究への橋渡し研究や臨床

にする。

○内外資問わず、製薬企
業の日本国内における研
究開発投資を増加させ、

基礎研究から臨床研究へ 研究の実施環境整備の充 それにより生み出された
の橋渡し研究や臨床研究
の実施 ・環境整備の検討
を行う。

○良質な医薬品・医療機
器をより迅速に国民に届
けるため、研究成果の実
用化の加速のための治験
環境の充実に向けた検討
を行う （必要な支援策を

実を行う。

○研究成果の実用化の加
速のための治験環境の充
実を図る。

O r治験活性化計画 （仮
称）」を策定する。

○品質、有効性及び安全

新薬の数も増加させる。

○医療機器産業の国際競
争力指数 （（輸出入収支
額）／ （輸出額＋輸入
額））を大幅に改善す
る。

0 2015年頃までに、が
ん、循環器疾患、腎疾患

提示する 「治験活性化計 性に優れた医薬品 ・医療 等について、例えば早期
1 画 （仮称）」の策定に向 橡器の国民への迅速な提 診断法、革新的治療法の

けた検討を含む。）。 供を目的とした、薬事審 開発などを通じ国民の保
皇ヒ

国

際

国

の

国

際

○品質、有効性及び安全
性に優れた医薬品・医療
機器の国民への迅速な提

査に係る体制の充実を図
る。

○品質、有効性及び安全

健医療水準の向上を可日己
とする。

虚血兄兄
争

力

の
強

化

供を目的とした、薬事審
査に係る体制の充実を行

性に優れた医療機器の国
民への迅速な提供を目的

虚立見兄
争

う。

○品質、有効性及び安全

とした、医療機器開発の
迅速化と薬事法審査の円
滑化に資する評価指標ガ

力

の

強

化

性に優れた医療機器の国
民への迅速な提供を目的
とした、医療機器開発の
迅速化と薬事法審査の円
滑化に資する評価指標ガ
イドラインの策定を推進
する。

○医療機器の開発普及に
資する医療機器に関する
経済社会ガイドラインの
策定に向けた検討会を開
催する。

○積極的な官民対話を実
施する。

○アクションプログラム
を策定する。

イドラインの策定を推進
する。

○医療機器の開発普及に
資する医療機器に関する
経済社会ガイドラインを
策定する。

○後発医薬品の市場シェ
アの大幅な拡大を目指
す。

○製薬企業の経営の効率
化、安定化の促進、ベン
チャー企業育成等によ
り、製薬メーカー1社当
たりのパイプライン （臨
床段階の新薬候補物質）
数の増加を図るととも
に、各社の研究開発体制
を効率化する。



項 目 長 期短 期 中期

（2 0 0 6 年 度 内 ） （～ 2 00 8年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

（8 ）内需依存型産 （日用品） （日用品） （日用品）
業・製品の国際展開支 ○研究会を開催し、優れ ○家具、陶器、宝石等の ○真に世界で通用するグ
援 たライフスタイル製品 潜在能力を有する日用品 ローパルプランドを確立

（日用品等）を日本ブラ
ンドとして確立・発信す
るための基本的方向性に
ついて、2006年度内に取
りまとめる。

（ファッション）

について、業種ごとの選
定委員会を設置する。ま
た、品目ごとに世界的に
評価される展示会に出展
を促進するなどし、世界
への発信を実施する。

（ファッション）

する。

（ファッション）
O 「日本ファッション ○価値の源泉である感性 ○ファッション産業の国
ウィーク」を核とした と技術の融合を促進する 際競争力強化を図り、世
ファッション発信機能を 創造的な産業集積を国内 界で通用するブランドを
強化する。ファッション に形成する。また、国際 多数輩出する体制を確立
人材の育成等を始めとし
た素材と製品双方の企
画・製造・販売機能の強
化、事業創造の促進を行
う。

（鉄道システム）

市場開拓のための発信力
を強化する。

（鉄道システム）

する。

（鉄道システム）
○懇談会を開催し、我が ○懇談会の結果を踏まえ ○鉄道関連産業の競争力

我 ・

が

国の鉄道システムを海外 て、海外の鉄道プロジェ の強化を図ることで、海
るに’’たって生じ ク　について　 、シス における　　　 ロジェ

1

国 ・

うる諸課護の対応方策 ヽテムをト－タルとして受 クトの受注について我が
や、鉄道事業者の協力の 注することを目指すとと 国のシェアの着実な増加

国

の

在り方、＿国内の人材の養
成や体制の在り方等につ

もに、具体的なプロジェ
クトに対応する際に生ず

を目指す。

（建設業）

璧 いて　　 にとり　　 め る　なる至　　について
国 る。また、‾日借款や輸出 み込んだ検討を実施す

兄兄
争

力

‘の
強

璧

兄兄
争

力

の

強

信用による資金面のバッ
クアップ等については引・
き続き実施する。

（建設業）

る。

（建設業）
O E P A 交渉等の機会を ○短期における取組を引 ○短期・中期における取

化 通じた相手国建設市場の き続き推進するととも 組を引き続き推進し、我
開放、投資環境の整備を こ、産官の連携や、トッ が国建設業の各国での受

化 推進する。並行して、．ビ
ジネス・マッチング等を
目的とした二国間会議を
開催する。

（超高速船舶）

プセナルス等による我が
国建設業の海外でのプレ
ゼンス向上等の取組を推
進する。

（超高速船舶）

注の拡大を図る。

（超高速船舶）
○超高速船舶の運航性能 ○超高速船舶の運航性 ○超高速船舶の性能・経
等に関する実証的データ 能、これを用いた海上交 済性に関する国際競争力
を収集・解析し、海外へ 通システムの有効性を国 の確立、その評価の海外
向けてアピールする資料 際海事展示会、セミナー での定着により、世界の
を取りまとめる。 等を通じて世界に発信す

る。
海上交通において超高速
船舶を普及する。



●

項 目 長 期短 期 中期

（2006 年度 内） －（～200 8年 度 ） （ん 20 15年 度 ）

第

1

1

我

（9）環境と経済の両
立を実現する産業育
成・事業展開の加速化

①産業・‾ビジネスの環○有識者等が参加する懇 ○社会的責任 （S R ： 自在套雨責任投資などの
境効率性向上プラン 談会において、環境など Social ResponsibiIity）大幅な拡大により、環境

社会的な課題を考慮した こ関する国際規格IS O 関連技術の向上、環境ビ
資金の流れを拡大するた 26000 （策定中）も踏ま ジネスの市場規模の拡大
めの各経済主体の役割、
課題を明確化し、そのた
めに必要な取組を開始す

え、企業の環境への取組
などの情報について、そ
の定量化手法の検討を進

を図る。

0 2015年までに、民間を
る。

0 2006年中をめどに、サ
プライチェーンにおける
環境配慮事項に関わる各
国の法令等及び対応技術

めるなど、投資家が投資
判断に企業の社会的取組
を組み込む環境を整備す
る。

0 2008年中を目途に、各

中心に、製品情報データ
ベースを世界に展開す
る。

○民間企業を中心とした
我が国の優れた環境技

の調査を実施する。

○民間企業を中心に、我
が国の優れた環境技術・

国の法令等及び対応技術
のデータベース化に必要
な事項を整理するととも
に、民間を中心に、これ

術・環境配慮型製品の世
界への発信を促進する。

○民間企業の環境管理体
環境配慮型製品を世界に‘
発信していくためのエキ
シビションを開催する。

○民間企業の環境管理体

らを活用した製品情報
データベースの充実を図
る。

○民間企業を中心とした

制の確立を目指す。

0 2010年までに地方公共
団体のグリーン購入実施
率を100％とする。

が 制を一層整備するため、 我が国の優れた環境技

国
璧

兄兄
争

国

の
国 ．
璧

検討会を開催し、民間企
業の環境管理体制整備に
おいて参考となるガイド
ラインを策定する。

0 2006年中に地方公共団
体におけるグリーン購入

術・環境配慮型製品の世
界への発信を促進する。

○民間企業の環境管理体
制の構築に向けた取組を
促す。

力

の
強

化

兄兄
争

力

の
強

化

．ヽ．の推進のためのガイドラ
インの案を作成する。

0 2008年までに、実効性
を検証しつつ、地方公共
団体におけるグリーン購
入の推進のためのガイド
ラインを策定する。ま
た、地方企業の環境配慮
製品・サービスの動向及
び地方公共団体のグリー
ン購入が地方の企業の環
境配慮製品・サービスの
普及に与える効果を把握
する。

②3 R技術・システム0 3 R推進のための様石 0 2008年3 月を目途に、 百両而華麗におい〒二我
による資源生産性向上な技術開発支援を推進す 新たな循環型社会形成推 が国における資源生産性
プラン る。

○各種リサイクル法の評
価・検討を行うなど、リ
サイクル関連制度の高度
化を推進する。

○地域において廃棄物か
ら資源とエネルギーを回
収・利用するシステムの
整備を支援する。

進基本計画を策定する。 を2000年度から4割向上
（約39万円／トン：循環
型社会形成推進基本計画
における現在の目標）さ
せる。
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項 目 長 期短 期 中 期

（2 0 0 6 年 度 内 ） （～ 2 0 0 8年 度 ）－ （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

我

が

②3 R技術 ・システム0 2006年度中に、物質フ 0 2007年秋頃に、O E C 0 0 E・C D の国際ガイド
による資源生産性向上 ロー・資源生産性 （＝G D の国際ガイドライン等 ライン等の国際共同研究
プラン D P／天然資源投入量） の国際共同研究の成果を の成果を踏まえ、資源生

の基本的な考え方や、そ 踏まえ、物質フロー・資 産性等に関する政策目標
の政策面での活用手法を 源生産性の評価・活用手 を国際的に設定すること
定めた国際ガイドライン
を策定する等、O E C D
での国際共同研究を推進
する。

○アジア諸国における有

法等の国際整合化に向け
て主導的に取り組み、国
際会議を開催する。

○バーゼル条約の枠組み
を活用しながら、アジア

を目指す。

○有害廃棄物等の適正な
輸出入確保のため、有害
廃棄物等の基準や運用に
関し、アジアで共有でき

害廃棄物等の輸出入の制 諸国におけるEニーWaSte るリスト（アジアン・リ
度・実態を調査し、広く （廃電気電子製品）等の スティング）を作成し、
情報提供を行う。

0 2006年夏頃を目途に、
我が国の廃棄物・リサイ
クル対策の経験や国際的
な資源循環の考え方を発
信する。

適正な輸出入確保のた
め、情報共有等の国際的
な取組を充実させる。

関係国で活用する。

③バイオマス工ネル ○輸送部門でのバイオ工 ○輸送部門でのバイオエ 0 2030年までに輸送部門
ギーの導入加速化 ネルギーの普及を加速化 ネルギーの普及加速化の．のエネルギー需要の相当

するため、バイオエタ ために対応を要する各課 量をバイオ燃料で賄うこ
ノールを始めとするパイ 題について戦略的対応を とを目指し、国内でのパ
オ燃料について、国産農 強力に推進する。

○国産バイオエタノール

イオエタノール生産の低
1 産物や廃棄物等を原料と

した生産量の確保、流通
コスト化・高効率化によ
る生産量の拡大を図る。

国

璧

兄兄
争

国

の

体制の整備、経済性の改
善などの課題ごとに段階
的に必要な対応を明らか

の生産拡大に向けた地域
の取組を推進する。

○宮古島等における国産

○アジア各国において、
運輸部門の温室効果ガス

国

際

にする。また、将来的な 排出を抑制すべく、パイ
バイオ燃料製造技術の進
展等を踏まえ、・国産農産・

農産物や廃棄物等を原料
としたE 3大規模実証事

オ燃料の普及を進める。

○ごみ発電と比肩する廃コ■立 や　　　　 からの生産 を 、したパイ
力

の

強

化

兄兄
争

拡大の可能性評価を行 オ燃料対応車両の市場投 薫物処理システムとして
い、具体的生産拡大策を 人を見越して、エタノー 生ごみバイオガス化シス

力

の

検討する。

○宮古島等において、よ

ル10％混合ガソリン （E
10）などの高濃度エタ
ノールを利用した自動車

テムを確立し、普及を図
る。

強

化

り大規模なバイオエタ
ノール3％混合ガソリン
（E 3 ）等実証事業を実施
するため、関係府省が連
携して、2006年を目途に
事業計画等を決定。

○木質バイオマス等から
の効率的なバイオ燃料
（エタノール、メタノー
ル等）生産技術の開発等
低コスト・高効率の生産
技術の開発を実施する。

○アジア産バイオ燃料普
及のグランドデザインを
検討する。

○油脂のバイオディーゼ
ル燃料化、生ごみのバイ
オガス化、廃棄物系バイ
オマスの高効率発電等の
バイオマスエネルギーの
回収・利用システムの整
備を支援する。

走行試験の実施も検討）
を開始するなど、燃料用
バイオエタノール大規模
実証事業を実施する。

○ナジア産バイオ燃料の
普及のグランドデザイン
を策定レ、その持続可能
な生産・普及に向けた取
組を推進する。

○高効率化、低コスト
化、小規模システム実用
化など廃棄物系バイオマ
スエネルギーの利用拡大
のための技術開発を推進
する。
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●

項 目 長 期短 期 中 期

（20 0 6年 度 内 ） （～ 2 9 0 8年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

（10）優れた投資環境 ○対日投資会議で対日直 ○所要の見直しを行いつ 0 2010年に対日直接投資
づくりによる対日直接 接投資加速プログラムを つ、施策を推進する。 残高を対G D P比倍増と
投資の倍増 取りまとめ、所要の施策

を推進する。
なる5 ％程度にすること
を目指す。

2

（1）日本のイニシア
チブによる東アジア経
済統合の推進

①アジア諸国との経済 O rモデル協定」を活用 6 遅くとも2010年には我 ○開かれた東アジア経済
連携協定 （E P A ）の するなど、交渉加速化に が国全貿易額に占めるE 圏構築を目指し、経済連
早期締結等東アジア経 向けた改善策を講じつ P A 締結国との貿易額の 携の取組を進める。
済圏の構築に向けた経 つ、 「グローバル戦略」 割合が25％以上になってい
済連携の取組 別添の工程表に沿って、

スピード感を持ってアジ
ア諸国を中心としたE P
A 交渉を進める。

O 「東アジアE P A 」構
想を含め、東アジア共同

ることが期待されている
ことを念頭に、アジア諸
国を中心とした経済華携
の取組を進める。

○政府内での議論及び国
際的な経済連携の進展等

ア
体の在り方について、我
が国が採るべき外交・経

を踏まえ、開かれた東ア
ジア経済圏構築を日指

1

国

璽

兄兄
争

ジ

ア

等

海

外

の

済戦略上の観点から、政
府内で十分議論してい
く。

し、適切に対応する。

2東アジアにおける0 東アジア地域の丑通謀 記の　 部面碩能強化 汚 すテ貢事ご地・に渡
力 ダ E C D のような国際的 ′ヽ題について調査分析・政 を目指すとともに、関連 る協力も得ながら、左記
の

強

・化

イ

ナ　、　、　、

ズ

ム

体制の　 集に司けた取 提言 ・調整機能を、つ する　 国政府 ・　関等と の体制により東アジア経
組 国際的体制の構築に向け の連携強化に向けて積極 済統合の推進に向けて積

て積極的に取り組む。 的に取り組む。 極的に取り組む。

③日本の経験や知恵を （産業発展を支える技補「 （産業発展を支える技術 ‾旛 業発展を支え看技術
いかした東アジア共通 や制度の　rアジア標準」 や制度の 「アジア標準」 や制度の 「アジア標準」
の

取

の産業基盤の整備 の創出・展開） の創出・展開） の創出・展開）．
○一部の国で制度構築に ○ 東アジアワイドの制度 ○東アジアワイドの制度
成功したモデル （中小企 構築の成功モデル例を作 構築の成功モデル例を槙

リ

込

業診断士、産業技能検
定、公害防止管理者）を
その他東アジア諸国に展

リ上げる。

○日本標準となっている

み上げ、 rアジア標準」
を普及させる。

み 関する。

○日本標準となっている
環境管理の規格 ・手法な
どについて国際的な普及
を図るとともに、アジア
諸国と共同して国際的な
体制づくりを推進する。

○東アジア共通の産業基
盤を　rアジア標準」とし
て整備すべき新たな分野
の選定に着手する。

環境管理の規格 ・手法な
どについて、国際規格な
どにおける位置づけを向
上させる。

O 「アジア標準」として
東アジア共通の産業基盤
の整備を加速すべき分野
を確立する。
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項 目 長 期短 期 中期

（2 0 0 6年 度 内 ） （～ 20 0 8年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

国

璧

兄兄
争

力

の

強

化

2

ア

ジ

ア

等

海

外

の
ダ

イ

ナ　、　、

．　、ズ

ム

（東アジアの成長を担う （東アジアの成長を担う （東アジアの成長を担う
産業人材の育成） 産業人材の育成） 産業人材の育成）
○現行の産業人材育成事 ○同中期計画を踏まえて ○同中期計画の実施状況
業の総合的な評価を行う
とともに、中期的な計画
（「東アジア産業人材育
成・中期計画 （仮
称）」）を策定する。

（東アジアワイドの産業

産業人材育成を進める。

（東アジアワイドの産業

を評価し、所要の見直し
を行う。

（東アジアワイドの産秦
インフラ整備の推進） インフラ整備の推進） インフラ整備の推進）
○東アジア諸国及び国境 ○相手国政府との協議も ○相手国政府との協縁も
を越える電力や運輸・通 行いつつ、実施状況を評 行いつつ、実施状況に加
信分野などの産業インフ 価し、所要の見直しを行 えて、ビジネス環境の改
ラ整備において、地域■
国ごとの状況を踏まえ、
官民パートナーシップを
強化し、経済協力を活用
しつつ、製造や建設分野
等における日本の優れた
技術・ノウハウの普及に
取り組む。

○経済協力を活用した産
業インフラ整備に開し、
その実施状況やビジネス
環境の改善効果を的確に
評価する仕組みを構築す
る。

○経済協力の場におい
て、重点開発課題の効果
的・効率的な解決を図る
ため、大学の知を活用す
る。

う。 善効果を的確に評価し、
所要の見直しを行う。

④A P E C への積極的 O r釜山ロードマップ」 ○ボゴール目酢 高 百両千〇ドーハラウンド
な取組 を着実に実施するための リ、日本が主催国となる 及びE P A ／＿F T A など
の

取

新しい行動計画の策定に 2018年に向けて、以下の がアジアの経済発展にも
積極的に貢献する。

○産業界と連携した投資

3分野に積極的に取り組
む。①投資環境整備、質

たらす成果を踏まえ、ア
ジア太平洋地域における

リ

込

の高いF T A の推進、貿 「自由で開かれた貿易・
環境改善、投資に関する 易取引費用の削減、構造 投資」の達成を通じ、A
F T A モデルの策定、途 改革等、（診中小企業の振 P E C 地域の 「加速さ

み 上国の専門家の能力向上 興、人材育成等、③テ れ、バランスがとれ、衡
支援、感染症対策等安全 口・鳥インフルエンザ対 平的な経済成長」を実現
保障分野での地域協力に
ついて、特に日本が率先
して取り組む。また模倣
品・海賊版問題に対応し
たモデル・ガイドライン
を策定し、A P E C メン
バーに着実な実施を促
す。

策等。

O A P E C の事務局機能
の強化に向けて、具体的
な検討を行う。

する。
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●

●

項 目 長 期短 期 中 期

（2 0 0 6 年 度 内 ） ．（～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 20 15年 度 ）

第

1

国

璧

兄兄
争

力

の

強

化

2

（9 W T O ドーハ・ラウ ○農業及び非農産品市場 ○ドーハ ・ラウンドの合 ○ドーハ・ラウンド後に
ンドへの積極的取組 アクセスのモダリティの 意内容を着実に実施する おいても、W T O 体制の

早期確立、2006年末の交 とともに、多角的な貿易 下での、一層永続性のあ
渉妥結を目指し積極的に の拡大、多角的貿易体制r る多角的貿易体制の発展
取り組む。

○途上国の 「一村一品」
運動、人づくり支援等を
通じ、 r開発イニシア
ティブ」 （2005年12月に
小泉総理大臣が発表した
途上国支援策）を着実に
実施する。

への信頼の維持 ・拡大、
実効性ある通商ルールに
基づく通商紛争の解決等
を図る。 「開発イニシア
ティブ」を着実に実施
し、途上国の輸出能力の
向上、ひいては経済発展
を図る。

に取り組む。

百所要の見直しを行抗う⑥アジア等海外のダイ O r経済財政運営と構造 ○所要の見直しを行首っ
ナミズムをいかす経済
協力の実施

改革に関する基本方針
2005」 （平成17年6 月21
日間議決定）で示された

つ推進する。

○海外経済協力会議に串

つ推進する。

ア

ジ

ア

等

海

外

の
ダ

イ

ナ　、　、　、

ズ

ム

の

取

り

込

み

「O D A の戦略的拡充と
改革」の徹底、国際公約
の着実な実施、円借款の
積極的な活用、現地の実
施体制の抜本的強化、包
括的な事業コスト縮減目
標の援助の内容等に応じ
た設定、コスト削減の工
程表の策定を行う。

○海外経済協力会議にお
いて 「新たな基本方針」
を早急に審議し策定す
る。

いて 「新たな基本方針」
を早急に審議し策定す
る。

（2 ）アジア等との協
働を促進し、グローバ
ル化に対応する制度の
整備

（Dグローバル化に対応・○日米新租税条約をモデ ○日米新租税条約をモデ 〇日東新租税条約をモデ
する制度の整備 ルとし、投資所得の源泉 ルとし、一投資所得の源泉 ルとし、投資所得の源泉

地国課税の引き下げに向 地国課税の引き下げに向 地国課税の引き下げに向
けた租税条約交渉に引き けた租税条約交渉に引き けた租税条約交渉に引き
続き取り組む。 続き取り組む。 続き取り組む。

○各国の国際課税に関す ○各国の国際課税に関す ○各国の国際課税に関す
る課題について、情報の る課題について、情報の る課題について、情報の
収集 ・整理や相手国との 収集 ・整理や相手国との 収集 ・整理や相手国との
協力など改善に向けた取 協力など改善に向けた取 ‘協力など改善に向けた取
組を積極的に進める。 組を積極的に進める。 組を積極的に進める。
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項 目 長 期短 期 中期

（2 00 6年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 2 0 15 年 度 ）

第

1

国

際

2

ア

ジ

ア

等

海

外

②経済のグローバル化 O r企業結合審査に関す ○経済実態に合わせて届 ○経済実態の変化を踏ま
こ対応した企業結合審 る独占禁止法の運用指 出制度など企業結合規制 えて企業結合規制を不断
査に関するガイドライ針」 （平成1 6年5月3 のあり方を見直す。

○審査結果の評価分析・

に見直し、企業の組織再
ンの見直し 1 日）を見直し、結論を

得る　く市場画定の在り
縞に当たっての予見可能
性並びに手続の透明性及

方、独占禁止法上の問題
が生じることがないと考
えられる企業結合の範囲
に関する基準、輸入圧力
等の評価に関する基準
等）。

〇個別事例の公表内容の
より一層の充実化を図
り、輸入圧力等の評価に
関して独占禁止法上の判
断の根拠やその考え方を
明確に示す。

公表や経済学的な分析手
法の審査への活用など透
明性の高い企業結合審査
を実現する。

○通関情報処理システ云‾‾

び迅速性を確保する。

3 日本版C －T P A T ○特定輸出申告制度につ ○いわゆる日本版C 一丁
の
ダ

イ

ナ

の導入等 いて、利便性の向上と的
確な制度運用の確保を勘
案しつつ、見直しを行
う。

の最適化計画等を踏ま・
え、税関手続の改善を図
る。

P A T の導入を行う。

（3 ）グローバル化に ○外国人労働者問題関係 ○生活者としての外国人 ○生活者としての外国人
　、　、　、

ズ

ム

の

取

対応する多文化共生社 省庁連絡会において、生 の問題についての総合的 の問題についての総合的
会の構築 活者としての外国人の開 な対策を着実に実施す な対策を着実に実施す

虚血兄兄
争

題について、日本語教育
の拡充、不就学児童の解
消を目指す取組など社会

る‾。

○地域における多文化共

る。

・一「ノ＼

力 的統合の推進、外国語表
記の拡大などについて検

生社会を構築するための
総合的な対策を実施する

の

強

化

リ

込

み

討し、総合的な対策を
2006年内にまとめる。

O 「地域における多文化
共生推進プラン」 （平成
18年3 月27日）を踏ま
え、2006年度内に少なく．
とも全都道府県・政令都
市において、それぞれの
指針・計画を策定するよ
う推進を図る。

よう推進を図る。

3
資
源
エ

（1）世界最先端のエ
ネルギー需給構造の実
現

ネル ①省エネルギーフロン0 2030年までの省エネル ○事業肩青石甜 ・技訂 ○我が国全体のエネルギl トランナー計画 ギー技術戦略及びロード など、各分野において、 ギー消費効率について、
孜策
の戦略

マップの第一版を2006年 省エネ水準を市場に明示 温室効果ガスの排出量削
度中に公表する。国の研 するような性能基準 くべ 減を巡る内外の動向を踏
究開発プログラムの見直 ンチマーク）と、その普 まえつつ、2030年までに

的展 L に着手する。 及を加速化させる仕組み 更に少なくとも30％の効
開 を整備する。 率改善を目指す。
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●

●

項 目 長如短期 中期
（200 6年度内） （～2008年度） （～20 15年度 ）

第

3

資

①省エネルギーフロン○必要な断熱が施され、 ○住宅と設備の総合的な
トランナー計画 かつ住み方に見合った設

備・機器を備えた快適で
環境に優しい住まいの在
り方、実現・普及につい
て、検討を開始する。

○民生用機器などにおけ
るトップランナー基準の
きめ細かな整備を行う。

○トップランナー基準な
どによって省エネ性能の
高さを市場に示しつつ、
新たな技術により省エネ
性能を高めた設備等に関
し、初期需要創出支援を
行う。

○輸送分野における省エ
ネ対策の普及・促進を図
るため▲　省エネ法の周知
徹底を引き続き行うほ
か、ペストプラクティス

省エネ評価方法を開発す
る。

○トップランナー制度の
適用対象を業務部門を中
心に拡大する。省エネに
対する取組に熱心な企
業、行政機関、教育機
関、個人等への表彰制度
を強化する。

○企業等における省エネ
の取組を可視化するため
の確認・評価手法を2008
年までに開発する。

○セクター別ベンチマー
ク及び評価制度に関する
国際的な枠組みの確立に
向けて、国際的な対話を
本格化させる。

0 1T等を活用した交通
源 情報に係る整備や人材育

成の在り方等について検
需要マネジメント手法の
開発普及、都市における

1

国
堅

兄兄
争
力

の
強
化

●
エ
ネ
ル
干

政
策
の
戦
略
的
展
開

討を行う。 公共交通へのシフト等、
省エネ型都市・地域の在
り方について検討すると
ともに、そのモデルとな
る実例を実現する。

○輸送分野における省エ
ネ対策の普及・促進を図
るため、省エネ法の周知
徹底を引き続き行うほ
か、ベストプラクティス
情報に係る整備や人材育
成の在り方等について検
討を行い、適切に推進す
る。

0 2008年度中に、レギ：㌻（診運輸エネルギーの次○次の10年間を見越した ○バイオ燃料（ノ百才芽工
世代化 燃費基準を策定する。

○バイオティ⊥ゼル燃料
の規格を策定する。

○電気自動車等低公害車
の普及を推進するととも

ラーガソリンのオクタン
価向上の是非について結
論を得る＿。

○給油所における環境・
安全対策支援などバイオ
由来燃料の供給インフラ

タノール）、G T L ・B
T L等の一層の普及、燃
料電池車・電気自動車等
低公害車の一層の普及等
に取り組む。

○バイオエタノールの安
に、水素燃料電池自動車
等次世代低公害車、次世
代電池の技術開発を推

の整備等を推進する。

○バイオ燃料の供給促進

定供給及び経済性等の課
題に留意しつつ、自動車
産業に10％程度のエタ

進、支援する。 に向けた開発輸入への支
援の在り方を検討する。

○ディーゼル車のエネルー
ギ⊥政策上の意義を見直
す。

ノール混合ガソリンへの
対応を促し、既販車の安
全性及び排ガス性状を確
認した上で、対応車の普
及状況を勘案しつつ、
2020年頃を目途にエター
ノールを含む含酸素化合
物の混合上限規定を見直
すこととする。
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項 目 長 期短 細 中期

（20 0 6年 度 内 ） （？ 2 0 0 8年 度 ） （～ 2 0 1 5年 度 ）

第

1

国

3

資

源

●
エ
ネ

②運輸エネルギーの次 O G T Lの技術開発を－ 0 2030年までに、運輸部
世代化 層促進するほか、B T

L、C T L等次世代燃料
の技術開発を進める。

○電気自動車等低公害車
の普及推進や次世代低公
害車の実用化推進を行う
とともに、新世代自動車
向け次世代電池の技術開
発プロジェクトを実施す
る。

門の石油依存度を80％程
度となり得ることを目指
し、必要な環境整備を行
う。

3新エネルギーイノ ○燃料電池技術開発プロ ○新エネルギー技術ペン ○自動車の新車販売のハ
ベーション計画 ジェクトを実施する。

○蓄電池技術開発プロ
ジェクト及び次世代太陽
光発電プロジェクトを実
施する。また、バイオエ

チャービジネスを支援す
るための環境整備を行
う。

○新世代自動車向け次世
代電池の技術開発プロ

イプリッド化を推進する
とともに、電気自動車・
燃料電池自動車の導入を
促進する。

0 2030年までに太陽光発
タノール高効率製造技術 ジ工クトを実施する。

○太陽光発電産業群育成
に向けた技術開発を推進
するための環境整備を行
う。

○太陽光、風力、バイオ
マスなどを活用した地域

電のコストを火力発電並
開発を推進する。

○太陽光、風力、バイオ
マスなど初期普及期にあ
る新エネルギーの普及を
支援する。

○次世代エネルギーパー

みとする。

ル

干

政

策

の

戦

略

クなどを通じた国民の新 ビジネスの　及を支援す
璧

兄兄
争

力

の

強

化

エネルギーの理解を促進
する。

る。

○次世代エネルギーパー
クなどを通じた国民の新
エネルギーの理解を促進
する。

④原子力立国計画 （初顛疫膏負担の平準化 （初期投資負担の平準化 （初期投資負担の平準化
など原子力発電の新増設 など原子力発電の新増設 など原子力発電の新増設

的

展
投資の促進） 投資の促進） 投資の促進）
○減価償却費負担の平準 ○官民によるリスク分散 0 2030年までに発電電力
化に向けた企業会計上の の対応策、広域運営の促 量に占める原子力比率

開 手当てなどの2006年度決
算からの導入に向け、検
討を開始する。

（核燃料サイクルの早期

進方策などを検討する。

（核燃料サイクルの早期

を、30～40％という現在
の水準、若しくは、それ
以上とする。

（核燃料サイクルの早期
確立） 確立） 確立）
〇六ヶ所再処理工場の操 0 2010年頃の新型遠心分 ○核燃料サイクルに関す
業開始、プルサーマル導 群棲の導入、‾2012年の軽 る理解促進活動や必要な
人の推進などの理解促進 水炉M O X 燃料加工工場 技術開発を継続して実施
活動を強化する。

○新型遠心分離機、軽水
炉M O X 燃料加工に関す
る技術開発を推進するな
ど、国内における原子力
産業を強化する。

操業開始、2010年度まで
における16～18基のプル
サーマル導入などを目指
した理解促進活動や必要
な技術開発の推進などの
取組を継続する。

する。
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●

●

項 目 短 期 中 期 ． 長 期

（2 00 6年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

国

璽

兄兄
争

力

の

3

資

源

●
エ

④原子力立国計画 （高速増殖炉サイクルへ （高速増殖炉サイクルへ （高速増殖炉サイクルへ
の早期の円滑な移行の実
現）

の早期の円滑な移行の実
現）

の早期の円滑な移行の実
現）

○高速増殖炉サイクルの ○高速増殖炉 「もん ○高速増殖原型炉 「もん
実用化戦略調査研究
フェーズ Ilの成果の評価

じゅ」の運転を再開す
る。

じゅ」の運転再開後、10
年程度以内を目途に、発

を行い、その後の研究開
発の方針を提示する。

○高速増殖炉サイクル実
用化に向けた移行シナリ
オを早期に策定し、研究
開発側と導入寺側等閑係
巷間での検討を開始す

○実用化戦略調査研究
フェーズIiの評価を踏ま
え、高速増殖炉サイクル
に関する研究開発を引き
続き推進する。

○実証炉と関連サイクル

電プラントとしての信頼
性の実証、ナトリウム取
扱い技術の確立などの所
期の目的を達成する。

0 2015年頃までに高速増
殖炉サイクルの適切な実
用化像と実用に至るまで

る。

（原子力発電拡大と核不拡

実証施設の導入技術の選
定・開発に向けた研究開
発側と導入者側等関係者
間での検討を進める。

（原子力発電拡大と核不拡

の研究開発計画を提示す
る。その提示に向け、実
用化に向けた導入技術の
選定、開発を実施する。

○実証炉及び関連サイク
ル施設の2025年頃までの
実現を目指す。

（原子力発電拡大と核不
散の両立に向けた国際的 散の両立に向けた国際的 拡散の両立に向けた国際

ネ な枠組み　 U への関与） な枠組み　 Uへの関与） 的な枠且み作りへの関 ）
G N E P　想など新た ○必要に ひじて具体的な ○必要に応じ国際研究協

ル な国際的枠組づくりに協 国際研究協力を実施す
る。

（次世代を支える技術開

力を継続して実施すると
干

政

策

力する。

（次世代を支える技術開

ともに、その研究成果を
踏まえた国際的枠組の具
体化に協力する。

（次世代を支える技術開
の

戦

の　　 ・ の　　 ・ の　　 ・
強

化

0 20年ぶりの官民一体で ○事業化調査の結果を踏 0 2030年前後と予想され
の次世代軽水炉開発プロ まえ、次世代軽水炉の開 るリプレース期における

略

的

展

開

ジェクト（日本型軽水炉
開発の事業化調査）を
2006年度から開始する。

○現場技能者の育成 ・技
能継承への支援 （個別企
業の枠を越えた地域の取
組への支援）を2006年度
から開始する。

（核融合エネルギー技術の

発段階に移行する。

（核融合エネルギー技術の

本格的な導入を目指し、
次世代軽水炉の開発を継
続して実施する。

（核融合エネルギー技術
研究開発の推進） 研究開発の推進） の研究開発の推進）
0 1T E R計画及び幅広 ○合意されたスケジュー 0 1 T E R建設活動を着
いアプローチの早期開始 ルに従い、 I T E R 建設 実に実施する。幅広いア
に向けて、協定締結手続 活動及び幅広いアブロー ブローチについて、合意
等を進める。 チを着実に実施する。 されたスケジュールに従

い、着実に実施する。
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項 目 長 期短 期 中期

（20 0 6年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） ト 20 1 5年 度 ）

第

ノ

3

資

④原子力立国計画 （放射性廃棄物対策の強 （放射性廃棄物対策の強
化）
○高レベル放射性廃棄物

（放射性廃棄物対策の強
化）
0 2030年代半ば頃を目途

化）
○高レベル放射性廃棄物
の最終処分地の候補地選
定に向け、地域支援の充
実、全国各地での広報の
強化を行う。

0 2030年代半ば頃の最終

の最終処分地の候補地選
定プロセスを継続的に実
施する。

○地層処分技術の信頼
性・安全性の向上のため

に最終処分を開始する。

○関係機関における検討
等を踏まえ、核燃料サイ
クル施設からの廃棄物の
クリアランス制度のため

処分開始を目指し、地層 の技術開発を継続的に実 の規制基準等の整備を進
処分技術の信頼性・安全
性の向上のための技術開
発を推進する。

○高レベル放射性廃棄物
等の地層処分のための安
全規制制度の整備を進め
る。

（より効果的な安全規制

施する。

○関係機関における検討
等を踏まえ、炉心等廃棄
物の余裕深度処分のため
の規制基準等の整備を進
める。

（より効果的な安全規制

める。

（より効果的な安全規制
の導入・定着） の導入・定着） の導入・定着）
○原子力発電所の高経年 ○原子力発電所の高経年 ○原子力発電所の運転年

源

●
エ

化対策の実績を踏まえガ 化対策を継続的に着実に 数を考慮した高経年化対
イドライン等の見直しを 運用する。また、安全研 策の継続的改善を図る。

○検査の有効性を継続的
－．－4．－

1

国

際

行う。また、高経年化対
策の技術情報基盤の整備

究の推進、産学官の連携
の強化等を推進する。

ネ を推進するため、産学官
の連携の強化等を図る。

O r検査の在り方に関す

O 「検査の在り方に関す
に愚めるため、規制活動
の結果を定期的に自己評ル る検討会」の結論等を踏 価し、検査制度の継続的

干 まえ、晶　　 証を　　 し 改善を図る。
‘虚血兄兄
争

る検討会」の結論等を踏
まえ、品質保証を重視し

た検査制度を充実・強化
し、また、現在、運転停

政

策

た検査制　 を充実・強化 止中に集中している検査
力

の

するため、また、現在、
運転停止中に集中してい
、

から、運転中も含めた個
別プラントの保安活動全

の
戦

略

的

展

開

lb 、 こ　認
強

化

めた個別プラントの保安
活動全体を的確に確認す
る検査へ移行するため、
制度整備を進める。

へ移行し、安全規制の実
効性を高める。

（2 ）資源外交、環
境・エネルギー協力等
の総合的な強化

（り総合資源確保戦略 て資源確保戦略の強化と （資源確保戦暗面窟花王 r賓藩確保戦略の強化と
資源国との総合的な関係 資源国との総合的な関係 資源国との総合的な関係・
強化等） 強化等） 強化等）
○中核的企業を始めとす ○中核的企業を始めとす 0 2030年までに、我が国
る我が国資源開発企業へ る我が国資源開発企業へ の自主開発比率を引取量
リスクマネーを供給す リスクマネーを供給す ベースで40％1こ引き上げ
る。

○エネルギー以外の分野
も含めた資源国との総合
的な関係を強化する。

る。

○エネルギー以外の分野
も含めた資源国との総合
的な関係を強化する。

ることを目指す。
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●

●

項 目 長 期短 期 中期

（20 0 6 年 度 内） （～ 2 9 0 8 年 度 ） （～ 20 15 年 度 ）

第

1

．国

3

（D総合資源確保戦略 ○資源確保指針の策定を
通じた公的金融や経済協
力との戦略的な連携を図
る。

○非在来型資源の生産・
利用技術等の技術開発を
実施する。

○以上の取組等を通じ
て、石油・天然ガスの自
主開発の推進及び供給源
の多様化を戦略的に推進
する。

（化石エネルギーのク

○資源確保指針の策定を
通じた公的金融や経済協
力との戦略的な連携を図
る。

○非在来型資源の生産・
利用技術等の技術開発を
実施する。

○以上の取組等を通じ
て、石油・天然ガスの自
主開発の推進及び供給源
の多様化を戦略的に推進
する。

（化石エネルギーのク （化石エネルギーのク
リーンな利用の開拓） リーンな利用の開拓） リーンな利用の開拓）
○石炭ガス化接合発電や ○石炭ガス化複合発電や ○石炭ガス化複合発電や
残産油の有効活用技術な 残滋油の有効活用技術な 残蕊油の有効活用技術な
ど化石燃料のクリーンな ど化石燃料のクリーンな ど化石燃料のクリーンな
利用技術の開発及び　及 利用技術の開発及び普及 利用技術の開発及び普及

資

源

●
エ
ネ

ル

干

政

策

の

を支援する。 を支援する。 を支援する。

○火力発電や産業部門の ○火力発電や産業部門の ○火力発電や産業部門の
ポイラ需要などにおける ポイラ需要などにおける ポイラ需要などにおける
天然ガスの利用拡大を支 天然ガスの利用拡大を支 天然ガスの利用拡大を支
接する。

（鉱物資源戦略の強化）

接する。

（鉱物資源戦略の強化）

接する。

（鉱物資源戦略の強化）
堅 ○ウラン資源の探鉱開発 ○ウラン資源の探鉱開発 ○ウラン資源の探鉱開発

活動や関連投資活動への 活動や関連投資活動への 活動や関連投資活動への
兄兄
争 する。 する。 する。
力

○資源国において関係の ○資源国において関係の ○資源国において関係の
の 深い経済協力案件の発掘 深い経済協力案件の発掘 深い経済協力案件の発棍
強

化

ヒ、必　な二　間　定 強ヒ、必　な二国間　定 強ヒ、必要な二国間力定
戦 等の整備を進める。‘ 等の整備を進める。 等の整備を進める。

略 ○非鉄金属のマテリアル ○非鉄金属のマテリアル ○非鉄金属のマテリアル
的

展

フローの把握、代替材料 フローの把握、代替材料 フローの把握、代替材料
の開発支援、リサイクル の開発支援、リサイクル の開発支援、リサイクル
の促進など、鉱物資源に の促進など、鉱物資源に の促進など、鉱物資源に

開 関する総合的な対策を実 関する総合的な対策を実 関する総合的な対策を実
施する。 施する。 施する。

②アジア環境・i 苛ル （新工京「省三ネルギー （新エネ・省エネルギー て新王享∵省エネルギー
ギー協力戦略 協力） 協力） 協力）

○中国、インドを始めと ○アジア諸国での省エネ ○アジア諸国における自
するアジアの重点国と省 制度構築及び省エネ制度 律的な省エネの推進・新
エネルギー政策対話を実 の的確な運用を支援する エネの導入促進により、
施し、．省エネアクショ とともに、我が国の省エ アジア諸国のエネルギー
ン・プランを策定する。 ネ基準、ラベリングの国

際展開を図る。
需給構造を改善する。
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項 目 長 期短 期 中 期

（2 0 0 6年 度 内 ） （～ 2 0 0 8年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

1

国

璧

兄兄

′争力

3 ノ

②アジア環境 ・エネル O 「日中省エネルギー・ ○新エネルギー貢取制度 ○アジア諸国において温
ギー協力戦略 環境総合フォーラム」等 等の新工ネ分野の制度構 皇効果ガスの排出を抑制

の開催を通じて、中国、 集を支援するとともに、 すべく、太陽光発電等及
インド等のアジア諸国と 気候条件等の地域特性を び省エネ機器・設備の－
の二国間の政策対話、ビ
ジネスベースでの交流を
強化する。

O r省エネルギー・新エ

踏まえた新エネ技術の共
同実証を着実に実施す
る。

○国際機開、国際N P O

層の普及を推進する。

○アジア各国において、
運輸部門の温室効果ガス
排出を抑制すべく、パイ

ネルギー国際協力協議 等との連携を強化し、国 オ燃料の一層の普及を推
会」等の開催を通じて、
我が国の協力関係機関間
の連携を強化する。

○我が国の優れた省エネ
機器、設備の普及等の我
が国企業のビジネス展開
を支援するため、モデル
事業、セミナー等を着実
に実施する。

○アジアにおける太陽光

際的な省エネ推進体制を
構築する。

○アジア太平洋パート
ナーシップなどへの貢献
を通じ、企業の省エネル
ギー取組の市場評価を促
進する。

○アジアにおける太陽光
発電等の普及のグランド
デザインを策定する。新

進する。

（石炭協力）

資
発電等の普及のグランド
デザインを検討する。

エネルギーや省エネル
ギー分野において、C D

源

●
エ
ネ

ル

干

政

。アジア産バイオ燃料普
及のグランドデザインを
検討する。

（石炭協力）

M の活用支援等により、
企業のアジア諸国におけ
る事業展開を促進する。

○アジア産バイオ燃料の
普及のグランドデザイン
を策定し、その持続可能
な生産・普及に向けた取
組を推進する。

（石炭協力）
策

の

○中国、インドネシア、 ○石炭のクリーン利用技 ○アジア諸国における化
の ベトナムを中心に研修受 術、石炭生産・保安技術 石燃料のクリーン利用技
強

化

入、専門　派遣、セミ のアジア地　 での更なる 術の普及などを通じ、ア
戦

略

ナー開催等を実施し、我 普及を図る。また、C D ジアのエネルギー需給の
が国の優れた石炭のク
リーン利用技術、石炭生

M を活用した石炭クリー
ン利用技術のアジアへの

安定に貢献する。

（石油備蓄協力）

的

展

開

産・保安技術のアジア地
域での普及を図る。

○特に、中国において
は、石炭液化の技術協力
等を実施する。

（石油備蓄協力）

普及を図る。
′

（石油備蓄協力）
○アジアにおける石油偏 ○アジア各国における備 ○緊急時融通制度などを
蓄の導入に向けて共通認 蓄制度の構築など緊急時 通じたアジアにおける工
識の醸成を図る。 対応体制の整備に対し、

必要なノウハウ・制度面
での協力を進める。

ネルギー協力の地域枠組
みの構築を模索する。
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●

●

項 目 長 期短 期 中 期

（2 0 0 6 年 度 内 ） （～ 2 0 0 8 年 度 ） （～ 2 0 15 年 度 ）

第

1

国

．璧兄兄
争

力

の

強

化

3

資

源

■
エ
ネ

ル

②アジア環境・エネル （原子力協力） （原子力協力） （原子力協力）
ギ「協力戦略 ○原子力発電所導入を図 ○ベトナム・インドネシ ○ベトナム・インドネシ

るベトナム・インドネシ アヘの制度整備支援を定 アの新規原子力発電所建
アに対して、核不拡散及 着させるとともに、人材 設に参画する我が国企業
び安全確保のために必要
な制度整備の支援を開始
するとともに、人材育成
支援を継続実施する。

○中国の新規原子力発電
所建設に参画する我が国
企業を最大限支援すると
ともに、人材育成支援を
継続実施する。

（原子力安全確保のため

育成支援を継続実施す‾
る。

○中国の新規原子力発電
所建設に参画する我が国
企業を最大限支援すると
ともに、人材育成支援を
継続実施する。

（原子力安全碓保のため

を支援する。

（原子力安全確保のため
の地域的協力枠組みの創
設）

の地域的協力枠組みの創
設）．

の地域的協力枠組みの創
設）

○原子力発電の大幅な拡 ○北東アジア地域におけ ○北東アジア地域におけ
張が計画されている北東 る原子力安全規制機関の る原子力安全規制機関の
アジア地域全体における
原子力発電の一層の安全
性向上を目指して、地域
協力の枠組み構築等、‘北
東アジアの原子力発電諸
国における原子力安全規
制機関の連携を強化する
ための方策を検討する？

（クール ・ビズの取組の

連携の下で具体的な原子
力安全に係る地域内協力
を実施していく。

（クール・ビズの取組の

連携を更に強化してい
く。

（クール ・ビズの取組の
干 アジアへの発信） アジアへの発信） アジアへの発信）

○アジア諸国の大便等の ○アジアの風土・伝統を ○アジアの風土・伝統を
参加を得て、クール ・ビ いかしつつ環境に配慮し いかしつつ環境に配慮し

政

策

の
戦

ズファッションショーを たライフスタイルについ たライフスタイルについ
実施する。

（アジア共同の環境危機

て、アジアに情報発信す
る。

（アジア共同の環境危像

て、アジアに情報発信す
る。

（アジア共同の環境危機
略

的

情報システムの形成） 情報システムの形成） 情報システムの形成）
○アジア地域において、 ○アジア諸国と連携しつ ○東アジア広域環境政策
酸性雨など個別課題ごと つ、個別課題ごとに環境 の形成や官民共同の環境

展

開

に環境モニタリングの モニタリングの質及び量 情報活用システムの形成
ネットワークづくり等に
取り組み、アジア諸国に
おける環境管理能力の向
上を図るとともに、モニ
タリングで得られる環境
情報の活用、ビジネスへ
の応用等の課題を検討す
る。

○環境モニタリングの向
上のため、温室効果ガス
観測技術衛星 （G O S A
T ）センサーの開発など
のインフラ整備を実施す
る。

の向上を図る。 を目指す。
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項 目 長 期短 期 中 期

（20 0 6年 度 内 ） （～ 2 0 0 8年 度 ） （～ 2 0 15年 度 ）

第

3

②アジア環境・エネル （我が国の先進的な3 R （我が国の先進的な3 R （我が国の先進的な3 R ・
ギー協力戦略 技術 ・システムの展開） 技術・システムの展開） 技術・システムの展開）

0 2006年秋頃に、東アジ 0 2008年を目途に、アジ 〇°3 R技術 ・システムの
ナの産業界、学界、行政 ア開発銀行 （A D B）や 移転促進の国際的な枠組
等の専門家が連携し、最 国連環境計画 （U N E みの充実を図り、先進的
先端の3 R技術・システ P）と連携し、アジアを な技術・システムの研究
ムの情報交換のための研 中心とした3 R技術・シ 開発やその東アジアへの
究ネットワークを形成す
る。

0 2006年秋頃に、3 Rイ
ニシアティブの一層の推

ステムの情報拠点 （ナ
レッジ・ハブ）を構築す
る。

0 2007年のベトナムを姶

普及を推進する。

0 2012年頃までに、東ア
ジアでの循環型社会の構
築に向けた基本的な考え

進に向け、アジア諸国を め、アジアにおいて、3 方や目標を定めた 「東ア
中心に、生ごみの処理な R 推進のための計画策定 ジア循環型社会ピジョ
どの具体的な課題に対応
するための国際会議を開
催する。

（環境問題、省エネル

やプロジェクト等への支
援を推進する。

（環境開題、省エネル

ン」を策定する。

（環境問題、省エネル
ギ－、再生可能エネル ギ－、再生可能工ネル ギ－、再生可能エネル
ギ一に係る人材の養成） ギ一に係る人材の養成） ギ一に係る人材の喜成）

資

源

●

O r国連持続可能な開発 ○アジアの諸大学・大学 ○アジアの諸大学・大学
のための教育10年」を踏 院等との連携等により、 院等との連携等により、
まえ、アジアの大学や大 環境分野に強い人材育成 環境分野に強い人材育成
学院間のネットワークづ
くりの促進や　 ビジネス

を推進する。 を推進する。‘

1

国

璧

兄兄
争

力

の

強

化

エ
ヽリ－ダ－の養成など、環 ○産業界と連携して、企 ○産業界と連携して、企

境分野に　 い人材育成の 業の環境管理のための人 業の環境管理のための人
ネ

ル

干

政

策

の

戦

略

的

展

開

ための方策を検討する。

○産業界と連携して、環
境経営に関する実務的な
研修の基盤整備や海外進
出・関連企業の現場での
人材育成上の課題の検討
を行う。

材養成を促進する。 材養成を促進する。

（3 ）エネルギーの供 ○国家製品備蓄の導入、 ○備蓄水準に関しては l ○必要に応じ整備方針を
給途絶に備えた緊急時 国家備蓄放出の機動性強 E A 主要加盟国平均以上 修正しつつ、必要な施策
対応の充実 ．化 （貸付措置の導入等）

の整備を図る。

○国内天然ガスパイプラ
イン網の整備状況につい
て調査を実施する。

○エネルギー企業におけ
る事業継続性計画の策定
普及に向けた取組を開始
する。

を維持しつつ、状況変化
を適切に把握し、必要に
応じ石油備蓄制度の見直
しを継続していく。

○国内ガス供給インフラ
の今後の整備の方針につ
いて検討の上、必要な施
策を着実に推進する。

○状況に応じ、エネル
ギー企業における事業継
続性計画のガイドライン
を整備する。

を着実に推進する。

○備蓄水準に関してはI
E A 主要加盟国平均以上
を維持しつつ、状況変化
を適切に把握し、必要に
応じ石油備蓄制度の見直
しを継続していく。
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●

●

項 目 長期短期 中期
（2006年度 内） （～ 2908年度 ） （～ 2015年度）

第

3
（4）エネルギー技術 0 2006年に第1版を策定 ○エネルギー技術開発戦 ○技術開発戦略をベース
戦略の策定、強い工ネするエネルギー技術開発 略について、関係者間の として、超長期をも見据
ルギ二産業の実現 戦略を参考に重点的支援 継続的な意思疎通等から えた将来の方向性の共有
資 を行うとともに、効果的 出てきた意見を十分考慮 により、官民の長期にわ

な　　　　 の　り　につ した蚤で　こ　を たる　のぶれない取且を
1

国
璧

兄兄
争
力

の
強
化

源
°
工
ネ
ル
干

政
策
の
戦
略
的
展
開

いても検討を進める。 ヽ直す（ロ－リング）とと
もに、これを参考にした
重点的かつ効果的な技術
開発を推進する。

確保し、世界のトップラ
ンナーであり続ける。
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